
松戸市地域生活支援事業実施に関する要領 

 

制定 令和元年１０月１日 
施行 令和元年１０月１日 
改正 令和３年２月２４日 

 

（趣旨） 
第１条 この要領は、松戸市地域生活支援事業の実施に関する規則（平成１９年松戸市規

則第４４号。以下「規則」という。）第２２条に規定する地域活動支援センター及び第３

６条第１項に規定する地域生活支援サービス（日常生活用具給付事業及び更生訓練費給

付事業を除く）を実施する事業者（以下「地域生活支援サービス事業者」という。）の登

録等並びに人員、設備及び運営について、必要な事項を定めるものとする。 
 
（地域生活支援サービス事業者の登録の申請） 

第２条 地域生活支援サービスを実施しようとする者は、地域生活支援サービスの種類及

び地域生活支援サービス事業者ごとに、市長の登録を受けなければならない。 

２ 前項の規定により登録を受けようとする地域生活支援サービス事業者は、松戸市地域

生活支援事業所開始届（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）付表（松戸市地域生活支援事業に係る記載事項） 

（２）第３条第２項各号に定める事業者又は施設であることを証する書類（同項第４号

に定める事業者を除く） 

（３）事業者の定款又は寄附行為（写） 

（４）法人登記の履歴事項全部証明書（発行から３ヶ月以内） 

（５）事業の運営規程 

（６）施設長（責任者）経歴書及び従業者（指導員）経歴書 

（７）資格者証及び研修修了証書 

（８）勤務形態一覧表 

（９）事業所平面図 

（10）写真（居室、共有部分及び外観） 

（11）事業計画書 

（12）収支予算書 

（13）債権者登録申出書 

 

（地域生活支援サービス事業者の登録の決定） 

第３条 市長は、前条の申請があったときは、速やかに当該申請書等を審査し、登録の可

否を決定し、事業所登録(不登録)通知書（第２号様式）により申請者に通知するものと



する。 

２ 市長が前項の規定により登録を行う事業所は、次に掲げる地域生活支援サービスの事

業に応じ、それぞれ当該各号に定める事業者又は施設でなければならない。 

（１）移動支援事業 次のいずれかの指定（いわゆる「共生型サービス」としての指定

を含む）を受けている事業者 

ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）第５条第２項の居宅介護、同条第３項の重度訪問介護、同条第４

項の同行援護又は同条第５項の行動援護 

イ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２項の訪問介護 

ウ その他、別表に定める人員、設備及び運営に関する基準を満たす者として市長

が認める事業者 

（２）訪問入浴サービス事業 次のいずれかの指定を受けている事業者 

ア 介護保険法第８条第３項の訪問入浴介護の指定を受けている事業者 

イ その他、別表に定める人員、設備及び運営に関する基準を満たす者として市長

が認める事業者 

（３）日中一時支援事業 次のいずれかの指定（いわゆる「共生型サービス」としての

指定を含む）を受けている事業者 

ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第７項の

生活介護、同条第８項の短期入所 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１１項

の障害者支援施設 

ウ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第２項の児童発達支援又

は同条第４項の放課後等デイサービス 

エ 介護保険法第８条第７項の通所介護、同条第９条の短期入所生活介護又は同条

第１０条短期入所療養介護 

オ その他、別表に定める人員、設備及び運営に関する基準を満たす者として市長

が認める事業者 

（４）地域活動支援センター 別表に定める人員、設備及び運営に関する基準を満たす

者として市長が認める事業者 
３ 第１項の規定により地域生活支援サービス事業者の登録の決定を行ったときは、市長

は、次に掲げる書類を千葉県知事へ提供し、登録決定に関する報告を行うこととする。 

（１）松戸市地域生活支援事業所開始届（第１号様式） 
（２）付表（松戸市地域生活支援事業に係る記載事項） 

（３）施設長（責任者）経歴書 

 

（変更の届出） 
第４条 前条の規定により市長の登録を受けた地域生活支援サービス事業者（以下「登録

地域生活支援サービス事業者」という。）は、次に掲げる事項に変更が生じたときは、松



戸市地域生活支援事業変更届（第３号様式）に第２条第２項各号に掲げる書類（変更が

生じた事項に関わるものに限る）を添えて、市長に提出しなければならない。 
（１）事業所（施設）の名称 
（２）事業所（施設）の所在地 
（３）申請者（運営法人）の名称 
（４）申請者（運営法人）の主たる事務所の所在地 
（５）代表者の氏名及び住所 
（６）定款・寄附行為等及びその登記簿の謄本 
（７）事業所の平面図及び設備の概要 
（８）事業所の管理者の氏名及び住所 
（９）地域生活支援サービスの提供に当たる従業者の氏名及び住所 
（10）主たる対象者 
（11）事業の運営規程 

２ 前項に定める変更の届出は、当該変更が生じた日から起算して１０日以内に行なわな

ければならない。 
３ 第１項の規定による登録地域生活支援サービス事業者の変更の届出があったときは、

市長は、次に掲げる書類を千葉県知事へ提供し、変更届出に関する報告を行うこととす

る。 

（１）松戸市地域生活支援事業変更届（第３号様式） 
（２）付表（松戸市地域生活支援事業に係る記載事項） 

（３）施設長（責任者）経歴書（責任者等を変更する場合に限る） 

 
（廃止等の届出） 

第５条 登録地域生活支援サービス事業者は、地域生活支援サービスを廃止し、又は休止

しようとするときは、その廃止又は休止の日の 1 月前までに、松戸市地域生活支援事業

廃止・休止・再開届(第４号様式)を市長に提出しなければならない。 
２ 休止した登録地域生活支援サービス事業者が地域生活支援サービスを再開したときは、

１０日以内に、松戸市地域生活支援事業廃止・休止・再開届(第４号様式)を市長に提出

しなければならない。 
３ 前２項の規定による登録地域生活支援サービス事業者の廃止、休止又は再開の届出が

あったときは、市長は、松戸市地域生活支援事業廃止・休止・再開届(第４号様式)を千

葉県知事へ提供し、廃止、休止又は再開の届出に関する報告を行うこととする。 

 
（運営規程） 

第６条 登録地域生活支援サービス事業者は、事業所ごとに、次に掲げる事項を参考に運

営規程を定めておかなければならない。 
（１）地域生活支援事業の目的及び運営の方針 
（２）従業者の職種、員数及び職務の内容 



（３）営業日及び営業時間 
（４）利用定員 
（５）地域生活支援事業の内容並びに利用者から受領する費用の種類及びその額 
（６）地域生活支援サービス利用に当たっての留意事項 
（７）緊急時等における対応方法 
（８）非常災害対策 
（９）虐待防止のための措置に関する事項 
（10）その他運営に関する重要事項 

 
（人員及び設備） 

第７条 登録地域生活支援サービス事業者は、地域生活支援サービスの実施に係る人員、

設備及び運営について、別表に定める基準を満たさなければならない。ただし、登録地

域生活支援サービス事業者の事業実績等により特に市長が認める場合はこの限りではな

い。 
 
（受給資格の確認） 

第８条 登録地域生活支援サービス事業者は、受給者証を要する地域生活支援サービスの

提供を求められた場合は、サービスの提供を受けようとする者の提示する受給者証によ

って、地域生活支援給付費支給決定の有無、支給決定の有効期間、支給量等を確認しな

ければならない。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、受給者証を要する地域生活支援サービスを提供

するときは、受給者証に記載されたサービスの内容、支給量を超えてはならない。 
 
（内容及び手続きの説明） 

第９条 登録地域生活支援サービス事業者は、障害者等が地域生活支援サービスの利用の

申し込みを行ったときは、当該利用申込者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつ

つ、当該利用申込者に対し、契約の内容及びその履行に関する事項について説明を行わ

なければならない。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第７７

条の規定に基づき書面の交付を行う場合は、利用者の障害の特性に応じた適切な配慮を

しなければならない。 
 
（報告等） 

第１０条 市長は、必要があると認めるときは、登録地域生活支援サービス事業者に対し、

当該登録地域生活支援サービス事業者が行う地域生活支援サービスに係る事務に関して

必要な報告を求め、若しくは必要な指示をし、又は当該職員をして必要な調査をさせる

ことができる。 
 



（心身の状況等の把握） 
第１１条 登録地域生活支援サービス事業者は、地域生活支援サービスの提供に当たって

は、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス及び福祉サー

ビスの利用状況等の把握に努めなければならない。 
 
（連絡調整に対する協力） 

第１２条 登録地域生活支援サービス事業者は、地域生活支援サービスの利用について市

又は相談支援事業を行う者が行う連絡調整に、できる限り協力しなければならない。 
 
（サービス提供の記録等） 

第１３条 登録地域生活支援サービス事業者は、地域生活支援サービスを提供した際は、

その提供について記録しなければならない。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、前項の規定による記録に際しては、利用者から

支援事業を提供したことについて確認を受けなければならない。 
 
（利用者負担額等の受領） 

第１４条 登録地域生活支援サービス事業者は、受給者証を要する地域生活支援サービス

を提供した際は、利用者から利用者負担額の支払を受けるものとする。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、前項に規定する費用の額の支払を受けた場合は、

当該費用に係る領収書を当該費用の額を支払った利用者に対し交付しなければならない。 
３ 地域活動支援センターが利用者等に対して金銭の支払を求めることができるのは、当

該金銭の使途が直接利用者の便益を向上させるものであって、当該利用者等に支払を求

めることが適当であるものに限るものとする。 
４ 登録地域生活支援サービス事業者は、前項に規定する費用に係るサービスの提供に当

たっては、あらかじめ、利用者に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行

い、利用者の同意を得なければならない。 
 
（提供拒否の禁止） 

第１５条 登録地域生活支援サービス事業者は、正当な理由なく、地域生活支援サービス

の提供を拒んではならない。 
 
（サービス提供困難時の対応） 

第１６条 登録地域生活支援サービス事業者は、利用者に対し、自ら適切なサービスを提

供することが困難であると判断した場合は、適当な他の地域生活支援サービス事業者の

紹介その他必要な措置を速やかに講じなければならない。 
 
（障害者等に関する市への通知） 

第１７条 登録地域生活支援サービス事業者は、障害者等が偽りその他の不正な行為によ



って地域生活支援サービスを受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、その旨を市

に報告しなければならない。 
 
（秘密保持等） 

第１８条 登録地域生活支援サービス事業者の管理者、従業員及びその他の職員は、正当

な理由がなく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らしてはならない。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、管理者、従業員及びその他の職員であった者が、

正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らすことがない

よう、必要な措置を講じなければならない。 
３ 登録地域生活支援サービス事業者は、他の地域生活支援事業者に対して、利用者又は

その家族に関する情報を提供する際は、あらかじめ文書により当該利用者又はその家族

の同意を得なければならない。 
 
（事故等の発生時の措置） 

第１９条 登録地域生活支援サービス事業者は、利用者に感染症又は食中毒が発生した場

合は、市及び利用者全員の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければな

らない。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、利用者に対する地域生活支援サービスの提供に

より事故が発生した場合は、市及び当該利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な

措置を講じなければならない。 
３ 登録地域生活支援サービス事業者は、利用者に対する地域生活支援サービスの提供に

より賠償すべき事故が発生した場合は、その損害を速やかに賠償しなければならない。 
４ 登録地域生活支援サービス事業者は、前３項の事実が生じた場合は、その状況及び講

じた措置について、記録し、市に報告しなければならない。 
 
（非常災害対策） 

第２０条 登録地域生活支援サービス事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非

常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知す

るとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 
 
（衛生管理等） 

第２１条 登録地域生活支援サービス事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設

備及び飲用に供する水等について、衛生的な管理に務め、又は衛生上必要な措置を講じ

なければならない。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、事業所において感染症又は食中毒が発生し、又

は蔓延しないように必要な措置を講じなければならない。 
 
（身体拘束等の禁止） 



第２２条 登録地域生活支援サービス事業者は、支援事業のサービスの提供に当たっては、

利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行ってはな

らない。 
２ 登録地域生活支援サービス事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事

項を記録しなければならない。 
 
（地域生活支援給付費等の請求） 

第２３条 地域活動支援センターを除く、登録地域生活支援サービス事業者が地域生活支

援給付費を請求する際は、次に掲げる書類を松戸市へ提出しなければならない。 
（１）移動支援事業 

ア 松戸市移動支援事業給付費請求書 
イ 移動支援事業給付費明細書 
ウ 移動支援提供実績記録票 

（２）訪問入浴サービス 
ア 松戸市訪問入浴サービス給付費請求書 
イ 訪問入浴サービス給付費明細書 
ウ 訪問入浴サービス提供実績記録票 

（３）日中一時支援事業 
ア 松戸市日中一時支援事業給付費請求書 
イ 日中一時支援事業給付費明細書 
ウ 日中一時支援提供実績記録票 

２ 前項に定める地域生活支援給付費の請求に係る書類の提出は、原則として、地域生活

支援支給決定障害者に地域生活支援サービスを提供した月の翌月１０日までに行わなけ

ればならない。 
３ 地域活動支援センターが、地域活動支援センター運営費補助金を申請する際は、松戸        
 市地域活動支援センター運営費補助金交付要綱に基づいて、申請しなければならない。 
  



別表 

 

人員に関する基準 設備に関する基準 運営に関する基準 

移
動
支
援
事
業 

指定居宅介護事業者（障害者の

日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等

の人員、設備及び運営に関する

基準（平成１８年校正労働省令

第１７１号。以下「省令」とい

う。）第５条第１項に規定する

「指定居宅介護事業者」をいう。

以下同じ。」又は基準該当居宅介

護事業者（省令第４４条第１項

に規定する「基準該当居宅介護

事業者」をいう。以下同じ。）の

基準を満たすこと。 
 居宅介護を行う従業者の資格

要件となっている資格を有する

従業者を配置すること。 

事業の運営を行う

ために必要な広さ

を有する区画を設

けるほか、移動支

援事業の提供に必

要な設備及び備品

等を備えなければ

ならない。 

障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律第７９条第２項の

規定により、都道府県知事

に同条第１項第３号の事業

を行う旨の届出をしている

こと。 

訪
問
入
浴

サ
ー
ビ
ス 

介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１１年厚生労働省令第３７号）に規定する訪問入浴介護の要件を満たして

いること。 



日
中
一
時
支
援 

１ 専従の管理者を１名おくこ

と。ただし、管理業務に支障が

ない場合は他の職務の兼務は可

とする。 
 
２ 同時利用者数が１５人以下

の場合、従業員は２人、同時利

用者数が１５人を超える場合、

同時利用者数から１５を減じた

数を５で除した数（１未満の端

数がある場合には、その端数は、

１とする。）に２を加えた人数と

する。 
 
３ 同時利用者数が５人以下の

ときの従業員は１人以上とす

る。 
 

１ 事業の運営を

行うために必要な

広さを有する区画

を設けること。 
 
２ 玄関、便所、

浴室等を除いた、

障害者が通常活動

する室内の総面積

が、定員１人当た

り３平方メートル

以上であること。 
 
３ 日中一時支援

の提供に必要な消

防設備及び備品等

を備えること。 
 
４ 障害者が活動

するに十分な広さ

を確保するととも

に、保健衛生及び

安全性の確保に十

分留意すること。 

 

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー 

千葉県が公布する障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例に規

定する要件を満たしていること。 

 
  附 則 
 （施行期日） 
１ この要領は、令和元年１０月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この要領の施行の日において、同日前から継続して地域生活支援サービスを実施する

事業者として松戸市の登録を受けていた者は、同日において、第 2 条第 1 項に定める市

長の登録を受けた事業者とみなす。 



  附 則 
（施行期日） 
１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
 


